
 

 

 

 

 

 

 

 

マグホワイトによる大豆のカドミウム吸収抑制効果 

農村工学研究所 農地基盤工学研究領域 農村基盤研究領域      
用水管理担当 水田高度利用担当 資源評価担当 

現地調査を踏まえた津波被災農地の除塩における留意点 

               東日本大震災による津波被災農地では、「農地の除塩マニュアル（農水省）」
等に従って除塩が行われていますが、現地調査を踏まえて、除塩をより効果的に行い円滑な営農再
開を図るための留意点を整理しました。 

              除塩が進みにく
い要因として排水条件の不備や除塩済
み農地への塩分再流入等あります（図
１）。そのため、用排水管理は、圃区以
上、特に排水性の悪い場合は農区以
上の単位で行い、用水の塩分濃度を監
視することが望まれます。 

研究のポイント 

               津波堆積物の理化学性を分析した結果、H２O2可溶性イオウ含量が0.1％を
越える酸性硫酸塩土壌が広く見られました（表１）。除塩では必要に応じて石灰質資材を投入しますが、
その際、酸性硫酸塩土壌が残る農地では、硫酸カルシウムを主成分とする石膏よりも、硫酸根を含ま
ない消石灰や炭酸カルシウム等の利用が望まれます。 

               被災農地ではイヌビエ、コウキヤガラ等の高耐塩性の難防除性の雑草の侵入
や優占がみられました（表２）。そのため除塩や復旧工事の待機期間から実施中、更に除塩後から営
農再開まで、田面での除草剤散布、耕起、畦畔除草等の雑草管理を継続的に行うことが望まれます。 

用水管理 

ヘドロ対策 

雑草対策 

有限要素分割の例 

ＥＣ CEC

(H2O) (H2O2) (mS/cm) K2O CaO MgO Na2O (me/100g) Cu Zn Cd Cl- NO3
- SO4

2- (H2O2) (易酸化性)

最大値 7.5 6.5 29.0 124 470 343 1548 52.8 6.0 57.7 0.8 95,233 27 12,680 1.02 0.90
平均値 6.3 5.2 14.0 63 237 213 1107 32.3 2.9 38.0 0.4 37,001 5 4,292 0.32 0.17
最小値 5.2 3.3 3.6 18 94 71 422 17.2 0.4 10.8 0.2 6,361 0 679 0.08 0.02
最大値 7.9 8.0 9.5 45 288 110 783 34.8 4.8 41.6 0.3 22,235 169 4,152 0.24 0.17
平均値 6.7 6.9 3.2 17 131 48 341 17.6 2.3 13.9 0.1 6,540 62 1,016 0.08 0.05
最小値 5.6 4.9 1.0 6 36 1 66 2.4 0.4 2.9 0.0 1,320 1 109 0.00 0.00
最大値 6.6 7.5 6.2 27 271 80 662 40.6 6.5 13.9 0.3 14,255 65 1,642 0.11 0.09
平均値 5.4 6.0 1.8 12 102 29 219 23.4 3.7 4.6 0.1 2,951 12 420 0.06 0.04
最小値 4.8 4.2 0.2 4 30 0 17 10.2 0.6 0.7 0.0 71 0 68 0.00 0.00
最大値 6.1 6.3 0.1 11 263 14 23 28.0 4.6 5.5 0.2 17 18 75 0.05 0.05
平均値 5.7 6.2 0.1 10 186 10 20 24.7 4.3 5.1 0.1 15 13 64 0.04 0.04
最小値 5.0 6.0 0.1 9 106 8 16 18.8 4.1 4.7 0.1 12 6 49 0.03 0.02

水溶性陰イオン含量
(mg/kg)

イオウ(S)含量
(%)

pH
交換性塩基含量
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非冠水表土
(n=3)

ヘドロ
(n=21)

冠水表層
（0-10cm）

(n=70)

堆砂
(n=10)

0.1NHCl可溶性含量
(mg/kg)

表２ 津波被災地域の農地植生 

表１ 津波被災農地の堆積物・農地土壌の理化学性 

図１ 被災農地からの除塩が進みにくい要因 
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現地調査を踏まえた津波被災農地の 
除塩における留意点 

追加説明 

農地の復旧プロセスと「待機時間」 

「待機時間」に除塩と雑草対策を！ 

2011年 2012年
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

用水による農地の除塩（平成24年作付け分）

農地の災害廃棄物の撤去
農業排水路の災

害廃棄物の撤去

仮設ポンプによる排水機能の復旧

（平成23年度の水稲作付け）
海岸の仮堤防の建設

稲ワラ干し
震
災
発
生

「現地調査を踏まえた津波被災農地の除塩における留意点」では、内容別に、用水管理、ヘドロ対策、
雑草対策のそれぞれの留意点を列記しました。ここでは時系列的な農地の復旧プロセスを見ながら、
除塩における留意点を補足します。 

• 災害廃棄物撤去が終わった農地では、除塩工事の開始まで、長い「待機時間」がありました。この
間に、降雨による除塩を促進しておけば除塩が効率的に進んだと考えられます。 

• ま「待機時間」の後の除塩工事では、弾丸暗渠の施工時に土中に埋没していた瓦礫が障害となっ
たり、入水後に多量の木片が浮き上がる等、追加の廃棄物除去が必要となる手戻りが生じました。 

• ６月以降、被災農地では耐塩性の強い難防除性の雑草が目立つようになりました。農業復興組合
による除草剤散布等の活動が行われましたが、雑草対策として十分とは言えませんでした。 
 

図１ 津波被災農地の復旧プロセス 

（生産基盤の再整備を行わない場合） 

• 津波被災農地の復旧は、これまで主に生産基盤の
再生備を行わなくてよい被災程度の農地で進められ
ました。その復旧プロセスは図１の通りです。 

• 具体的な作業実施の時系列の例を図２に示します。
2011年は農地の災害廃棄物の撤去に多くの時間を
要しており、除塩作業は実質的に2012年に入ってか
らとなりました。 

図２ 復旧プロセスの時期と期間（宮城県南部の事例） 

• ある復旧対象の農地において、災害廃棄物撤去とその後の除塩のための耕起や弾丸暗渠は一
貫して施工することが望まれます。それによって、土中に埋没した瓦礫の発見と処理を行い、更
に降雨による除塩を促進することができます。 

• その後、用水を使った除塩までの「待機時間」では、農業復興組合が農地を継続的に管理し、雑
草対策を適期に行うことが望まれます。これによって、難防除性の雑草の侵入や繁茂を防ぐと同
時に、農地の状態を観察することによって、地盤沈下、液状化等で排水条件に変化がないか等、
営農再開に向けての有用な情報を得ることができます。 

• また、農区程度の単位で、各復旧作業の記録を残し、後続の作業の担当者や、営農再開後の耕
作者等に引き継ぐことが望まれます。どのような瓦礫をどのように搬出したかの記録は、瓦礫埋
没の可能性や処理方法を検討する参考になります。また用水を使った除塩は用排水機能の“見
試し”にもなり、そこでの排水性の良否は、後の営農に活かすことができます。 


